











































  ①「長期欠席」と「不登校」 





  ①支援を求めない子どもや保護者対策を視野に入れる 
  ②子どもの人権の中心である学習権を保障する 
  ③学習権保障における学校の価値をあらためて認識する 




  ①スクールソーシャルワークをめぐる今日的研究動向と到達点 







  ①現場と研究を行き来する者として 
  ②実践的研究方法―実践に根拠を置く 
  ③本研究手法の根拠―鯨岡峻の間主観主義的観察理論と接面理論 
  ④細かなところにこそ真実がある 































  ①子どもの生活環境を知る 
  ②子どもと親に直接会う 
  ③家族の関係を知る 
  ④不登校の要因を探る 
  ⑤働きかけの順番をアセスメントする 
  ⑥支援の糸口を見つける 
  ⑦「家庭訪問」で訪問学習を行う 
  ⑧学校関係者だからできるアプローチ 
  ⑨外の世界への扉を開く 
  ⑩緊急事態への対応 
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  ①行政とは違うスタンスで行う 
  ②支援内容を創意工夫する 
  ③かかわりが難しい人と関係をつむぐ 
  ④特別なことをしないという専門性 











































  ①よりどころとなる教師のかかわり 










































  ①学習理解を深め、意欲が生まれ、将来への希望を持つ 
  ②さまざまな人々と出会い、多様な価値観を知る 
  ③さまざまな経験を重ねる 
  ④人間関係に自信を持つ 
  ⑤社会と地域の姿を知る 
（２）スタッフ側へのインタビューから 
  ①一人の人として子どもと共にある 
  ②子どものありのまま、子どもでいることを大切にする 
  ③子どもの「やりたい」を大切にする 
  ④継続的にかかわる 
  ⑤寄り添い続け「誰かひとり」になろうとする 
  ⑥「私は私」から「私たち」へを応援する 
３．学校と家庭と地域をつなぐ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117 
（１）「学校と地域の連携」の展開 
  ①子どもの教育からみる「学校と地域の連携」―学校教育と社会教育 
  ②子どもの生活からみる「学校と地域の連携」―学校教育と地域福祉 




  ①地域の中に子どもと親の暮らしの場をつくる 
  ②まちづくりとケアリングの発展 
















    ―『生活教育』「綴方検討特輯（１）」における議論 
（３）学校教育からはみ出した部分をどうするか 

































































「スクールソーシャルワーカー活用事業」が開始されて 10 年が経った。また、2017 年 3
月 31日公布「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成 29年文部科学省令第 24号）」







































 文部科学省によれば、「長期欠席児童生徒」とは「年度間に連続又は断続して 30 日以上
欠席した児童生徒」をいう。「理由別長期欠席者数（不登校）等」（「病気」「経済的理由」「不
登校」「その他」で構成）として公表されており、その数は小中学校で 206,293 人（小学校




的な理由によるものを除く）」をいい、その数は小中学校で 133,683 人（小学校 30,448 人、











また、病気等による就学免除猶予者は 3,855 人（その他、1 年以上居所不明者は 84 人、

























































































































において、不登校生徒の占める割合は約 3.4％であることがわかるが(全中学 3 年生





























































































































ールソーシャルワークにおいて、10 分の 10 の支援が必要な困難度が高い子どもに注目する







































ソーシャルワーク研究』は、2007 年 3 月に発刊されて以来、第 2 号から査読による投稿論
































































































































































































































































































































































































































































































論文の全体ストーリーの中、1 章および 2 章では、個別支援というミクロレベル、3 章お
よび 4 章では、校内システム構築というメゾレベル、5 章では市町村の教育・福祉協働シス
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育―」、日本教育学会『教育学研究』第 74 巻第３号、41～42 頁。 
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制度として、出席督励のための級外教員（福祉教員）が高知県下 17 校に 18 名が配置され



















































































































































 2017 年 1 月 18 日、大阪府警黒山署は、「ネットアイドル」として芸能活動をしていた中
学 3 年女子の母親を学校教育法（就学させる義務）違反の疑いで書類送検した（学校教育
法 144 条は、就学義務不履行の処罰として 10 万円以下の罰金を規定している）。学校教育
法施行令 21条は、保護者が就学義務を怠っているとき、教育委員会が児童生徒の出席を督




したいという気持ちをバックアップしたかったと話したという（2017年 1月 18日 産経新
聞）。 
 学校教育法第二章義務教育は、第 16条で、保護者（親権者、未成年後見人）は子どもに


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 また、天野秀昭の「被災地に『遊び場』をつくる」活動を取り上げておきたい 22。 
 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10．河瀬氏を訪問したのは、2015年 2月 24日（月曜日）、6月 20日（土曜日）、12月 23日
（木曜日）である。始めの 2 回は、氏の自宅において、一対一でそれぞれ 4 時間ほど話









































































































































































言に向けた調査研究」（一般社団法人協同総合研究所 平成 27 年 3 月）５（以下、報告書）
を手掛かりにしていく。 
 本調査研究は、平成 27年 4 月の学習支援を核とする生活困窮者自立支援法の施行を前に、











































































 ここでは、「せたがや若者サポートステーション」で活動している 15 年間引きこもって
いた男性から考えてみたい（報告書 42～44 頁）。彼は、「中学生からの不登校で、18 歳く




































































































さりげなく傍らにいられる大人として」（報告書 14 頁）や、「NPO 法人ゆめ・まち・ねっ
と」の「『～ねばならない』という感覚で関わる大人はいない。」「そもそも（子どもの：筆













ながら就労体験先を探している。」（報告書 22 頁）や、「NPO 法人ゆめ・まち・ねっと」の
「子ども・若者が自ら『やりたいからやる』ものでないと意味がないと考える。・・・役立
つ自分を実感したり、自分の居場所であるという感覚をより強くしたりすることができる」









































ことが行われているのではないかと思う。」（報告書 31 頁）、「NPO 法人青少年就労支援ネ
ットワーク静岡」の「若者たちが自発的に集まり、仕事やプライベートの悩みを語り合っ
たり、レクリエーションに出かける、若者同士の支え合い・励まし合いの場を提供してい






















































































































































































































































































































































































































































































































どもの権利研究第 22 号 子どもの居場所ハンドブック』、日本評論社、37 頁。 











































































































































































































































































































































































































































’ ’ ’ ’ ’
問題が起こったのです。斯ういふ『本質』でないやうなところに、生活綴方の
根本があるのではないかと思ふ」、「はみ出し
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 序章 4 節 1 項④「「細かなところにこそ真実がある」にて、実践現場での人と人との「あ
いだ」に生じている出来事やかかわりあいのなかにこそ、ものごとの真実や本質が宿って















































 小川利夫とともに『教育福祉論入門』（2001 年 光生館）を編著した高橋正教は、それま
でに展開されている教育福祉論として〈a〉社会効用論的教育福祉論、〈b〉学校福祉＝学校
社会事業としての教育福祉論、〈c〉学習権保障論としての教育福祉論、という異なる立場か
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